
０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

都道府県名

合計 13,899 

市町村名 福島市 自治体コード 平成007043 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

福島県

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・
拡充）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委
員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

738 738 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

研修参加旅費及び負担金

⑧消費生活相談体制整備事業 相談員による多重債務相談の強化 2,503 2,151 
相談員1名の賃金、通勤手当、社会保険料（事業主負担
分）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

相談員等の国民生活センター等での研修への参
加

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

落語による出前講座、消費者問題講演会、消費者力
アップ講座、消費者問題に関する啓発、相談円滑化の
ための経費、なりすまし詐欺未然防止のための通話録音
装置貸与、インターネットトラブルの啓発、食の安全見学
会の開催

9,758 6,898 

落語報償、講演会講師報償及び送迎費用、講演会広報
費用、会場使用料、講座委託料、啓発資料消耗品、啓
発チラシ等印刷、貸与通話録音装置費用、見学会広報
費用、参加者保険料、バス借り上げ料、福島産食材昼
食代

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

風評対策事業 900 900 

2,889 

風評対策事業実施に係る費用

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

市町村事業計画様式

7,798 - 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・
拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委
員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） 国民生活センター開催専門研修を受講

（強化） 国民生活センター等開催の消費生活相談員養成講座や専門研修を受講

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） 相談員2名で対応

（強化） 相談員3名による多重債務相談の強化

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） 高齢者や多重債務関連パンフレットの配布、消費者講座の実施

（強化）
高齢消費者への通話録音装置貸与、消費者門団講演会の開催、消費者力アップ講座の開催、食の安全見学会の開催、インターネットトラブル防止の啓
発、落語による出前講座での啓発

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存） なし

（強化） 風評対策事業の実施

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

2,151                 千円

644                  

うち交付金等対象外経費 32,055             千円

今年度の消費者行政予算

実地研修受入人数 人

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        1,673  

対象人員数
（報酬引上げ）

うち交付金等対象外経費 14,449             千円 20年度差

実施形態 自治体参加型 法人募集型

人日 年間実地研修受入総日 人日年間研修総日数

研修参加・受入要望

参加者数 人

追加的総費用

2,151       

平成20年度の消費者行政予算 13,805                

1        

千円

前年度の消費者行政予算 48,922                千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 4,048                 千円

うち交付金等対象経費 16,867             千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

千円

25,136                千円

うち交付金等対象経費 10,687             千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

前年度差 -17,606            千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業

千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

人前年度末

人

前年度末 人

うち定数内の相談員 前年度末

うち定数外の相談員

相談員総数

人

消費生活相談員の配置 相談員総数 3             今年度末予定

相談員数 3             人

3             人

相談員数 今年度末予定 相談員数

相談員数 人 今年度末予定

相談員数 3             今年度末予定

相談員数 人

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

うち委託等の相談員 前年度末

②研修参加支援 ○ 国民生活センター等の研修受講を拡大する。

③就労環境の向上 ○ 相談関係資料、執務環境を整備する。1人１台インターネットの配備

④その他

有

前年度における雇止めの有無 無

前年度における首長表明の有無



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

072028

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

都道府県名 福島県 市町村名 会津若松市 自治体コード

27年度
補正予算

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・
拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

自家消費野菜等放射能検査事業にかかる消耗品
費、校正費【推進交付金】
自家消費野菜等放射能検査事業にかかる検査機
器の修繕費【維持管理経費補助金】

7,599 7,299 消耗品、機器校正費、旅費、燃料費、通信運搬費

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委
員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
弁護士による相談員等への勉強会の実施【交付
金】

130 130 弁護士報償金

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

増額分の報酬及び社会保険料
臨時職員人件費及び社会保険料

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

相談員等の研修参加支援 163 

啓発物品代、FMラジオ広告費、印刷製本費、講師謝礼
金

2,576 2,417 

消費者団体を対象とした研修の実施【交付金】 3 3 

⑧消費生活相談体制整備事業
消費生活相談員の報酬の増額【交付金】
自家消費野菜等放射能検査操作員人件費

12,746 3,022 

旅費

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者啓発の強化【交付金】

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

12,871 - - 合計 23,217 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存）

（強化）

（強化）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委
員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存） なし

（強化） 自家消費野菜等の放射能検査体制の整備

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・
拡充）

（既存）

（強化）

出前講座、消費生活講座、市政だより等による広報

啓発物品の配布、消費生活講座の充実、啓発ラジオ放送

なし

消費者団体を対象とした研修の実施

なし

弁護士による相談員等への勉強会の実施

消費生活相談員月額報酬15万円

消費生活相談員月額報酬18万円、自家消費野菜等の放射能検査体制の整備（人件費）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち交付金等対象の賃料、人件費等 3,022                 

今年度の消費者行政予算 23,374                千円

20年度差

うち交付金等対象経費 12,871             千円

1,784  

研修参加・受入要望

参加者数 人

前年度の消費者行政予算

3        

6,168               

法人募集型

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        

実施形態 自治体参加型

実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

対象人員数
（報酬引上げ）

2        

追加的総費用

3,022       

平成20年度の消費者行政予算 4,335                 

うち交付金等対象経費 7,246               千円

千円

20,368                千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,502                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 13,122             千円

千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 10,503             千円 千円 前年度差 -2,619             千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

相談員数 人うち定数内の相談員 今年度末予定 相談員数 人

消費生活相談員の配置 人前年度末

前年度末

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

うち委託等の相談員 前年度末 人

うち定数外の相談員 前年度末 人

処遇改善の取組 具体的内容

相談員総数 2             今年度末予定 相談員総数 2             人

人

相談員数 2             今年度末予定 相談員数 2             人

①報酬の向上 ○ 報酬を月額15万円から18万円に増額

②研修参加支援

③就労環境の向上

④その他

無

無

相談員数 今年度末予定 相談員数



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

007042

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

風評対策事業実施に係る費用

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

都道府県名 福島県 市町村名 郡山市 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

常勤嘱託職員時間外勤務人件費（３人）198,120円
+186,720円+164,280円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

相談員の研修参加支援【基金】 570 354 

5,642 3,311 

研修旅費316,510円　研修負担金37,950円

⑧消費生活相談体制整備事業 嘱託職員人件費【交付金】 11,979 549 

印刷製本費66,960円、消耗品費2,882,412円、弁護士
等による法律相談報償費240,000円、ＦＰによる生活再
建相談報償費・旅費122,088円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者被害未然防止のための啓発、弁護士等に
よる法律相談、ＦＰによる生活再建相談【交付金】

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

風評対策事業 4,000 4,000 

7,860 - 354 合計 22,191 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

国民生活センター等が開催する専門講座に相談員４名が年複数回と行政職員１名が参加できるように支援する。

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） 国民生活センター開催の研修に相談員３人が年１回ずつ、県の消費生活センターの研修に相談員４名が年１回ずつ参加した。

（強化）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） 消費生活相談員は４人全員が非常勤職員扱い。

（強化） 常勤嘱託が３人となり、より一層の相談体制の整備を図る。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）
高齢者や中学生向けに消費者被害防止のためのパンフレットを作成し、出前講座等で配布した。多重債務相談窓口を周知するためのポスターを作製
し、公共施設等に掲示した。弁護士を活用した多重債務法律相談を月２回実施した。

（強化）
消費者被害防止のためのパンフレットを作成し、配布する。多重債務法律相談、生活再建相談窓口周知のため、パンフレットを作成し、公共施設や金融
機関に配布する。弁護士・司法書士による多重債務法律相談を月３回、ＦＰによる生活再建相談を月１回実施する。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存） なし

（強化） 風評対策事業の実施

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円

対象人員数計

3        

追加的総費用

549         

研修参加・受入要望

参加者数 人

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

実施形態 自治体参加型 法人募集型

実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

3        360     

対象人員数
（報酬引上げ）

20,873               千円

平成20年度の消費者行政予算 16,294               千円

前年度の消費者行政予算

うち交付金等対象経費 2,923              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 147                   千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 17,950            千円

今年度の消費者行政予算 27,732               千円

20年度差 3,224              千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 前年度差

うち交付金等対象経費 8,214              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 549                   

1,568              千円19,518            千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

前年度末 人

うち定数外の相談員 前年度末 人

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人相談員数 4            

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

有

無

うち委託等の相談員 前年度末

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

相談員総数 4            今年度末予定 相談員総数 4            人

今年度末予定 相談員数 3            人

相談員数 今年度末予定 相談員数 1            人

相談員数 今年度末予定 相談員数 人人

④その他 ○
Ｈ26年度より有資格者については、身分を非常勤嘱託から常勤嘱託とし、報酬月額及び期
末、勤勉手当を向上させ、休暇等の福利厚生制度を拡充。

②研修参加支援 ○ 国民生活センター等が開催する研修等の旅費と研修負担金

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

007041

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 12,704 

都道府県名 福島県 市町村名 いわき市 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

4,704 4,704 

⑧消費生活相談体制整備事業

報償費（500）、旅費（21）、使用料（24）、印刷製本費
（965）、委託料（3,194）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者教育講演会の実施、小中学生用副読本作
成、コーディネーターの配置

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

8,000 8,000 

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

風評対策事業実施に係る費用

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

風評対策事業

12,704 - - 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化）
いわき市消費生活センターに、消費者教育に関し専門的な知識を有するコーディネーターを配置し、学校や地区公民館等において活用するための副
読本などの教材等について充実・強化を図り、特に、こどもや高齢者を対象とした講座等について計画的に実施する。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存） なし

（強化） 風評対策事業の実施

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち交付金等対象外経費 9,971              千円

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

うち交付金等対象外経費 12,804             千円 20年度差 990                 

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 11,814               千円

前年度の消費者行政予算 18,615               千円

うち交付金等対象経費 8,644              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 4,836                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

25,508               千円

うち交付金等対象経費 12,704             千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

千円 前年度差 2,833              千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数 3            うち定数外の相談員

相談員数

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

相談員総数 3            今年度末予定 相談員総数 3            人

今年度末予定 相談員数 人

3            人

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

○ 嘱託職員の賃金については、市の技能労務職員に準じた定期昇給をおこなっている。

②研修参加支援 ○ 国民生活センター主催の研修等に参加させ、対応能力の向上を図っている。

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

072052

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

合計 12,930 

都道府県名 福島県 市町村名 白河市 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・
拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委
員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

3,502 賃金　3,010千円、　社会保険料　492千円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

消費生活相談員・担当職員のレベルアップ
新規消費生活相談員の養成

398 398 

2,740 2,740 

消費生活相談員・担当職員研修会参加旅費　398千円

⑧消費生活相談体制整備事業 消費生活相談員の設置（１名増員） 3,052 

消費者行政啓発グッズ作成　400千円、
講演会開催経費　2,340千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

無料法律相談の実施 1,740 1,080 
弁護士相談委託料　1,740千円（※うち、660千円一般財
源）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者教育の推進

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

5,000 5,000 

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

風評対策事業実施に係る費用

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

風評対策事業

8,820 - 3,900 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・
拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委
員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） なし

（強化） 消費生活相談員及び担当職員の研修参加支援（継続強化）

（既存） なし

（強化） 消費生活相談員の配置（継続強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 消費者教育推進と啓発強化

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存） 弁護士無料法律相談会を月１回実施

（強化） 弁護士無料法律相談会を月３回実施

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存） なし

（強化） 風評対策事業の実施

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

2        

うち交付金等対象外経費 660                 千円

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

2        3,534  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

3,502      

うち交付金等対象外経費 660                 千円 20年度差 -                    

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 660                    千円

前年度の消費者行政予算 6,225                 千円

うち交付金等対象経費 5,565              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,727                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

13,380               千円

うち交付金等対象経費 12,720             千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 3,502                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

千円 前年度差 -                    千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数 1            うち定数外の相談員

相談員数

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

有

無

相談員総数 1            今年度末予定 相談員総数 2            人

今年度末予定 相談員数 人

2            人

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援 ○
新規相談員に対し資格取得に向けて研修参加を支援、資格取得後はさらにレベルアップを図
れるよう支援する。

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

072079

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 1,111 

都道府県名 福島県 市町村名 須賀川市 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加
支援）

相談員等のレベルアップのための研修参加旅費
等
【交付金】

178 178 

933 933 

消費生活相談員研修　169、研修受講料　9

⑧消費生活相談体制整備事業

消費生活啓発物　933

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強
化を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者被害者防止のための啓発チラシ等【交付
金】

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

933 - 178 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加
支援）

（既存） なし

（強化） 国民生活センター主催等の研修会に参加し、相談員等のレベルアップを図る

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） 回覧チラシ配布

（強化） 消費者の育成及び消費者被害の未然防止チラシの作成配布

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強
化を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち交付金等対象外経費 1,120              千円

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

うち交付金等対象外経費 510                 千円 20年度差 -15                 

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 525                    千円

前年度の消費者行政予算 11,027                千円

うち交付金等対象経費 9,907              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

1,621                 千円

うち交付金等対象経費 1,111              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

千円 前年度差 -610               千円





６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数 1            うち定数外の相談員

相談員数

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

相談員総数 1            今年度末予定 相談員総数 1            人

今年度末予定 相談員数 人

1            人

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援 ○ 国民生活センター主催等の研修会への参加

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

072087

備品購入費216千円、需用費87千円、委託料54千円

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

合計 13,448 

都道府県名 福島県 市町村名 喜多方市 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・
拡充）

消費生活センター設置のための備品購入及び看
板設置【基金】

357 357 

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委
員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

2,430 
・消費生活相談員賃金2,119千円、共済費311千円
・自家消費野菜等放射能検査員賃金1,945千円、共済
費309千円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

・消費生活相談員の研修参加支援【基金】
・自家消費野菜等放射能検査事業【交付金】

1,549 19 1,530 

3,343 3,319 

・消費生活相談員研修参加旅費1,467千円、研修参加
負担金63千円
・放射能簡易分析装置に伴う旅費19千円

⑧消費生活相談体制整備事業
・消費生活相談員１名設置【基金】
・自家消費野菜等放射能検査事業【交付金】

4,699 2,184 

放射能簡易分析装置配備に伴う消耗品費1,331千円、
機器校正費用1,988千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

自家消費野菜等放射能検査事業【交付金】

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

3,500 3,500 

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

風評対策事業実施に係る費用

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

風評対策事業

9,022 - 4,317 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存） なし

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・
拡充）

（既存） なし

（強化） 消費生活センターの新設

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

（既存） なし

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委
員会）

（既存） なし

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存） なし

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存） なし

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） なし

（強化）
・消費生活相談員等の研修参加支援
・自家消費野菜等放射能検査員の研修参加支援

（既存） なし

（強化）
・消費生活相談員１名設置
・自家消費野菜等放射能検査員１名設置

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 自家消費野菜等放射能測定に係る消耗品購入、機器校正費用

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存） なし

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存） なし

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存） なし

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存） なし

（強化） 風評対策事業の実施

（既存） なし

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

2        

うち交付金等対象外経費 852                 千円

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

2        3,525  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,430      

うち交付金等対象外経費 109                 千円 20年度差 -33                 

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 3        人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 81      人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 142                    千円

前年度の消費者行政予算 5,437                 千円

うち交付金等対象経費 4,585              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,454                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

13,448               千円

うち交付金等対象経費 13,339             千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 4,684                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

千円 前年度差 -743               千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数 2            

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数 1            うち定数外の相談員

相談員数 1            

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

有

無

相談員総数 4            今年度末予定 相談員総数 5            人

今年度末予定 相談員数 2            人

2            人

今年度末予定 相談員数 1            人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援 ○
・消費生活相談員研修参加旅費1,467千円、研修参加負担金63千円
・放射能簡易分析装置に伴う旅費19千円

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

072095

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

合計 9,011 

都道府県名 福島県 市町村名 相馬市 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・
拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委
員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

消費生活相談員の研修参加支援 72 72 

8,939 531 8,408 

旅費　66千円、負担金　6千円

⑧消費生活相談体制整備事業

消耗品費181千円、印刷製本費350千円
報償費7,000千円、旅費1,097千円、委託料311千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者被害防止パンフ作成・全戸配布、新成人へ
チラシ配布。被災者生活再建等のため無料法律相
談会の実施。多重債務相談窓口の設置。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

531 - 8,480 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・
拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委
員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） 県開催の研修会への参加

（強化） 国民生活センター及び東北都市消費者行政協議会開催の研修会への参加

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） 新しく社会へ出ていく若者向けに消費者被害防止のためのパンフレット及び全戸配布用パンフレットを作成

（強化） 高校生向けのパンフレット作成、無料法律相談会の実施、多重債務相談窓口の設置

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち交付金等対象外経費 1,842              千円

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

うち交付金等対象外経費 1,141              千円 20年度差 631                 

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 510                    千円

前年度の消費者行政予算 13,086               千円

うち交付金等対象経費 11,244             千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,887                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

10,152               千円

うち交付金等対象経費 9,011              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

千円 前年度差 -701               千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数 1            うち定数外の相談員

相談員数

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

有

無

相談員総数 1            今年度末予定 相談員総数 1            人

今年度末予定 相談員数 人

1            人

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援 ○ 研修参加のための旅費、負担金の支援

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

072109

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 13,063 

都道府県名 福島県 市町村名 二本松市 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

10,063 10,063 

⑧消費生活相談体制整備事業

消費生活相談委託経費、リーフレット等作成費　1,476
千円
専門家派遣に伴う謝金、交通費及び通信費　8,587千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費生活相談員の配置、消費者被害防止啓発用リーフ
レット等の作成【交付金】
自家消費野菜等放射能検査に係る維持費【交付金】
生活再建等に係る専門家の相談会の実施【交付金】

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

3,000 3,000 

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

風評対策事業実施に係る費用

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

風評対策事業

13,063 - - 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化）
消費生活相談員を配置し相談窓口の強化を図るとともに、消費者被害の防止を図るため消費者への啓発事業の強化を図る。また、自家消費野菜等放射能検査を実施し
食の安全安心の確保を図る。また、多様化する消費者問題に対応するため、法テラス二本松において専門家による各種相談事業を実施する。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存） なし

（強化） 風評対策事業の実施

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち交付金等対象外経費 94                   千円

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差 -98                 

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 98                     千円

前年度の消費者行政予算 15,474               千円

うち交付金等対象経費 15,380             千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,841                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

13,063               千円

うち交付金等対象経費 13,063             千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

千円 前年度差 -94                 千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数 1            

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

有

無

相談員総数 1            今年度末予定 相談員総数 1            人

今年度末予定 相談員数 人

人

今年度末予定 相談員数 1            人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

072117

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 992 

都道府県名 福島県 市町村名 田村市 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

992 992 

⑧消費生活相談体制整備事業

クリアファイル　消耗品費　９９２千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者トラブル予防啓発のための経費
（クリアファイルの全戸配布）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

992 - - 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 消費者トラブルに係る啓発クリアファイル

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

1        

うち交付金等対象外経費 -                    千円

うち先駆的事業 -                      千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        1,860  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

1,953      

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 -                      千円

前年度の消費者行政予算 2,864                千円

うち交付金等対象経費 2,864              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,953                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                      千円

992                   千円

うち交付金等対象経費 992                 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 -                      千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                      千円

うち先駆的事業 -                      千円



うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差 -                    千円 前年度差 -                    千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

今年度末予定 相談員数 人

人

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

072125

需用費1,231千円、役務費195千円、備品購入費200千
円

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

合計 14,170 

都道府県名 福島県 市町村名 南相馬市 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

消費生活相談推進事業：消費生活センター設置
のための備品購入【基金】

1,626 1,626 

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

5,427 共済費669千円、賃金4,758千円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

消費生活啓発事業：消費者行政研修旅費【基金】
消費生活相談推進事業：消費生活相談員の研修
参加支援【基金】

705 705 

6,412 1,116 5,296 

消費者行政研修旅費7千円、消費生活相談員研修旅費
679千円、負担金19千円

⑧消費生活相談体制整備事業
消費生活相談推進事業：消費生活相談員２名設
置【基金】

5,427 

報償費360千円、旅費301千円、需用費356千円、使用
料及び賃借料69千円、報償費4,491千円、旅費751千
円、使用料及び賃借料54千円、需用費30千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

なんでも相談事業：生活再建に関する相談対応の
ため法律専門家等による無料相談会の実施【基
金】
消費生活啓発事業：消費生活教育冊子【交付金】
食品と放射能に関する講習会事業：消費者の食品
と放射能に関する正しい知識の普及のため講習会
等を実施【交付金】

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

1,116 - 13,054 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存） なし

（強化） 消費生活センターの設置に向けた備品等購入

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活
用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化） 消費生活相談員の質の向上を図るため消費生活相談員の研修参加

（既存） なし

（強化） 消費生活相談員２名設置にかかる人件費等

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 震災トラブルや生活再建に関する相談対応のための法律専門家等による無料法律相談、食品と放射能に関する正しい知識の普及のための講演会実施

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

2        

うち交付金等対象外経費 -                    千円

うち先駆的事業 -                       千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

2        3,767  

対象人員数
（報酬引上げ）

-        

追加的総費用

5,426      

うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差 -128               

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 128                    千円

前年度の消費者行政予算 19,172                千円

うち交付金等対象経費 19,172             千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,872                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                       千円

14,170                千円

うち交付金等対象経費 14,170             千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 5,426                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 347                    千円

うち先駆的事業 -                       千円

千円 前年度差 -                    千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

有

無

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 1            人

今年度末予定 相談員数 1            人

人

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

072133自治体コード 平成 28 年度

14,212 

都道府県名 福島県 市町村名 伊達市

合計

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

専門家（弁護士等）派遣事業 286 286 専門家（弁護士等）派遣に係る委託料

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

5,377 専門相談員の任用

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

相談員・職員の専門研修等参加 691 691 

2,858 2,858 

研修旅費、受講料

⑧消費生活相談体制整備事業 消費生活相談員2名採用 5,377 

講師謝礼、啓発用チラシ・グッズ購入

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

講演会、講座等啓発の実施

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

5,000 5,000 

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

風評対策事業実施に係る費用

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

風評対策事業

7,858 - 6,354 

市町村事業計画様式



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

なし

（強化） 風評対策事業の実施

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

なし

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑧消費生活相談体制整備事業

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充） （強化）

（既存）

（既存）

（既存）

（強化） 消費生活相談員2名採用

（既存）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

なし

（強化） 専門家（弁護士等）の派遣事業

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） なし

（強化） 消費生活相談員及び行政職員の研修参加

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 消費生活講座・出前講座・講演会・街頭啓発等の実施

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

2        3,500  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

5,377      

平成20年度の消費者行政予算 127                   千円

前年度の消費者行政予算 12,464               千円

対象人員数計

2        

うち交付金等対象経費 12,464            千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 7,470                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 -                    千円

今年度の消費者行政予算 14,212               千円

うち交付金等対象経費 14,212            千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 5,377                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

千円-                    千円 20年度差 -                    -127               千円 前年度差



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

うち定数外の相談員 前年度末 人

人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

有

無

うち委託等の相談員 前年度末

人相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末

前年度末 人相談員総数 2            今年度末予定 相談員総数 2            人

相談員数 今年度末予定 相談員数

人

2            今年度末予定 相談員数 2            人

②研修参加支援

人

相談員数 今年度末予定 相談員数

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

007234自治体コード 平成 28 年度

4,632 

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 本宮市

合計

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
(交付金相当分)

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

2,300 賃金：2,024千円　共済費：276千円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

832 832  

⑧消費生活相談体制整備事業
消費生活相談員及び自家消費野菜放射能検査にかかる人件
費を計上し、相談体制の維持・充実と検査体制の充実を図る。 2,300 

印刷製本費：832千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者被害防止のための啓発パンフレットを購入
し全戸配布する。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

1,500 1,500 

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

風評対策事業実施に係る費用

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

風評対策事業

2,332 - 2,300 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（既存） なし

（強化） 風評対策事業の実施

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑧消費生活相談体制整備事業

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化） 消費者生活相談員及び自家消費野菜放射能検査にかかる人件費を計上し、相談体制の維持・充実と検査体制の充実を図る。

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 啓発パンフレットを購入し、消費者被害防止に向けた啓発活動を実施する。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        1,341  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,300      

平成20年度の消費者行政予算 14                     千円

前年度の消費者行政予算 11,139               千円

対象人員数計

1        

うち交付金等対象経費 5,072              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 4,222                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 6,067              千円

今年度の消費者行政予算 4,654                 千円

うち交付金等対象経費 4,632              千円

20年度差 8                    千円 前年度差

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,300                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

-6,045             千円22                   千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

うち定数外の相談員 前年度末 人

人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

有

無

うち委託等の相談員 前年度末

人相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末

前年度末 人相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

今年度末予定 相談員数 人

相談員数 今年度末予定 相談員数 人

相談員数 今年度末予定 相談員数 人

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

③就労環境の向上

④その他



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

073016自治体コード 平成 28 年度

5,216 

都道府県名 福島県 市町村名 桑折町

合計

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

216 200 

⑧消費生活相談体制整備事業

啓発チラシ・パンフレット ２００千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

チラシ・パンフレット等による消費者への啓発活動

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

5,000 5,000 

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

風評対策事業実施に係る費用

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

風評対策事業

5,200 - - 

市町村事業計画様式



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

なし

（強化） 風評対策事業の実施

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑧消費生活相談体制整備事業

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充） （強化）

（既存）

（既存）

（既存）

（強化）

（既存）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） チラシ・パンフレットでの啓発活動による、被害の未然防止および被害に遭った際の早期相談の促進を強化

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

平成20年度の消費者行政予算 50                     千円

前年度の消費者行政予算 3,051                千円

対象人員数計

うち交付金等対象経費 2,834              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,195                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 217                 千円

今年度の消費者行政予算 5,216                千円

うち交付金等対象経費 5,200              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

千円16                  千円 20年度差 -201               -34                 千円 前年度差



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

うち定数外の相談員 前年度末 人

人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

無

無

うち委託等の相談員 前年度末

人相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末

前年度末 人相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

相談員数 今年度末予定 相談員数

人

今年度末予定 相談員数 人

②研修参加支援

人

相談員数 今年度末予定 相談員数

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

073032自治体コード 平成 28 年度

14,389 

都道府県名 福島県 市町村名 国見町

合計

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

2,216 
賃金1,905千円、通勤手当３２千円、共済費２６４千円、
時間外手当１５千円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

2,173 2,173 

⑧消費生活相談体制整備事業 消費生活相談員１名 2,216 

印刷製本費１７２千円、委託料１，８６１千円、需用費１２
０千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者被害防止のための啓発パンフレット全戸配
布【２回】、消費者の安全安心を確保するための取
り組み【講演会１回、劇１回】

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

10,000 10,000 

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

風評対策事業実施に係る費用

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

風評対策事業

12,173 - 2,216 

市町村事業計画様式



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

なし

（強化） 風評対策事業の実施

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑧消費生活相談体制整備事業

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充） （強化）

（既存）

（既存）

（既存）

（強化） 消費生活相談員を配置し、消費生活相談窓口の体制強化を図る。

（既存）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 食の安全・安心の確保及び消費者トラブルによる防止対策を推進するため、リーフレットの作成及び講演会、劇の開催を行う。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

対象人員数計

1        

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

1        

対象人員数
（報酬引上げ）

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 6,768                千円

うち交付金等対象経費 6,768              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 3,848                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 -                    千円

今年度の消費者行政予算 14,389               千円

うち交付金等対象経費 14,389            千円

20年度差 -                    千円 前年度差

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,216                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

-                    千円-                    千円

追加的総業務量（総時間）

1,823  

追加的総費用

2,216      



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

うち定数外の相談員 前年度末 人

人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

有

無

うち委託等の相談員 前年度末

人相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末

前年度末 人相談員総数 1            今年度末予定 相談員総数 1            人

今年度末予定 相談員数 1            人

相談員数 今年度末予定 相談員数 人

相談員数 今年度末予定 相談員数 人

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援 ○

③就労環境の向上

研修会等への参加支援。

1            



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

073083

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 5,399 

都道府県名 福島県 市町村名 川俣町 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

899 724 

⑧消費生活相談体制整備事業

チラシ購入費　899千円(交付金　724千円)

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者啓発チラシの購入・全戸配布

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

4,500 4,500 

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

風評対策事業実施に係る費用

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

風評対策事業

5,224 - - 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 日々、目まぐるしく変化する詐欺や消費者トラブル等に関する啓発チラシを配布する。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存） なし

（強化） 風評対策事業の実施

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち交付金等対象外経費 36                  千円

うち先駆的事業 -                      千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

うち交付金等対象外経費 219                 千円 20年度差 183                 

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 36                     千円

前年度の消費者行政予算 664                   千円

うち交付金等対象経費 628                 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 -                      千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                      千円

5,443                千円

うち交付金等対象経費 5,224              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 -                      千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                      千円

うち先駆的事業 -                      千円

千円 前年度差 183                 千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

有

無

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

今年度末予定 相談員数 人

人

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

073229

消費生活相談事務に係る参考図書新規購入　15千円

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 6,463 

都道府県名 福島県 市町村名 大玉村 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

消費生活相談事務に係る参考図書の新規購入
(交付金)

15 15 

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

348 348 

⑧消費生活相談体制整備事業

消費生活相談業務委託348千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

消費者啓発チラシ村内全戸配布2,500部(交付金) 100 100 消費者啓発チラシ100千円

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費生活相談業務委託費(交付金)

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

6,000 6,000 

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

風評対策事業実施に係る費用

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

風評対策事業

6,463 - - 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存） なし

（強化） 専門の相談員及び役場職員による相談受付に係る参考図書の購入。

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） 役場職員による相談受付

（強化） 専門の相談員を配置し、二本松市との相談の相容れを行い、広域的な相談体制を確立する。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存） 消費者被害防止のため、パンフレットを作成・配布し啓発を行う。

（強化） 小中学生を対象としたパンフレットを作成・配布し、授業などにおいて活用する。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存） なし

（強化） 風評対策事業の実施

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち交付金等対象外経費 500                 千円

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差 -                    

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 -                      千円

前年度の消費者行政予算 9,624                千円

うち交付金等対象経費 9,124              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

6,463                千円

うち交付金等対象経費 6,463              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

千円 前年度差 -500               千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数 2            

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数 1            

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

相談員総数 3            今年度末予定 相談員総数 3            人

今年度末予定 相談員数 2            人

人

今年度末予定 相談員数 1            人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

073423

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 2,058 

都道府県名 福島県 市町村名 鏡石町 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

1,726 
報酬１,４９８千円
共済費２２８千円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

消費生活相談員の対応力強化のため関係機関で
開催する研修会に参加する。

30 30 

302 302 

旅費３０千円（研修旅費）

⑧消費生活相談体制整備事業
鏡石町・天栄村で共同設置する消費生活相談室に相談員を配
置し、消費生活に係る相談体制を整えることにより消費者被害
の防止を図る

1,726 

印刷製本費　２６０千円、消耗品費３０千円（事務用品、
参考図書）
役務費１２千円（電話料）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者被害防止のためのパンフレットを全戸配布
する。
消費生活相談のための事務費、参考図書購入。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

302 - 1,756 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化） 消費生活相談員の対応力強化のための研修参加

（既存）

（強化） 消費生活相談員を配置し相談体制を整備

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 消費者被害を防止するため啓達パンフレットを全戸配布。消費生活相談室の運営。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

1        

うち交付金等対象外経費 47                   千円

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        1,248  

対象人員数
（報酬引上げ）

-        

追加的総費用

1,726      

うち交付金等対象外経費 66                   千円 20年度差 56                   

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 10                     千円

前年度の消費者行政予算 6,608                 千円

うち交付金等対象経費 6,561              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 3,465                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

2,124                 千円

うち交付金等対象経費 2,058              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,726                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

千円 前年度差 19                   千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数 1            うち定数外の相談員

相談員数

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

相談員総数 1            今年度末予定 相談員総数 1            人

今年度末予定 相談員数 人

1            人

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

073440

参考図書購入費

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 352 346 - 6 

都道府県名 福島県 市町村名 天栄村 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

職員の専門性・対応力を高めるための図書購入
費【交付金】

5 5 

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

消費者行政担当職員の知識向上や情報の収集を
図るための旅費【基金】

6 6 

341 341 

担当職員研修会等参加旅費

⑧消費生活相談体制整備事業

消費生活啓発物品の印刷製本費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者問題に関連した啓発物を作成し、配布する
ための印刷製本費【交付金】

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存） なし

（強化） 参考図書を用いて職員の研鑚を行い、職員の専門性・対応力を高める。

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） なし

（強化） 消費者行政担当職員を研修等への参加を通じて知識の向上や情報の収集を図る。

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 従来の啓発活動に加え、新設した相談室の周知を図ることで消費者の安心・安全を確保する。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

今年度の消費者行政予算 352                    千円

20年度差 -                    

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

うち交付金等対象経費 352                 千円

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 2,620                 千円

うち交付金等対象経費 2,620              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 -                    千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 -                    千円 千円 前年度差 -                    千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

相談員数 今年度末予定 相談員数 人

消費生活相談員の配置 人前年度末

人うち定数内の相談員 前年度末

うち委託等の相談員 前年度末 人

うち定数外の相談員 前年度末 人相談員数

相談員総数 2            今年度末予定 相談員総数 -            人

今年度末予定 相談員数 人

相談員数 2            今年度末予定 相談員数 人

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

有

無

③就労環境の向上

④その他

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

073628

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 7,933 

都道府県名 福島県 市町村名 下郷町 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

- 放射能物質検査に係る人件費：2,184千円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

516 466 - - 

⑧消費生活相談体制整備事業
自家消費野菜等放射能検査事業。消費者の食の安心・安全を確保する
ため、自家消費野菜等の放射性物質検査をする体制整備の為検査員を
雇用する。

2,417 2,184 - 

消費者被害防止のための啓発用チラシ：100千円
放射能検査事業に係る校正費・需要費：366千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者問題啓発用チラシ作製・配布。自家消費野菜等放射能検査事
業。消費者の食の安心・安全を確保するため、自家消費野菜等の放射
性物質検査をする体制整備を用する。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

5,000 5,000 

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

風評対策事業実施に係る費用

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

風評対策事業

7,650 - - 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

（既存） なし

（強化） 消費者の食の安心・安全を確保するため、自家消費野菜等の放射性物質検査をする体制整備の為検査員を雇用する。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 消費者問題啓発用チラシ作製・配布。消費者の食の安心・安全を確保するため、自家消費野菜等の放射性物質検査する体制整備を用する。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存） なし

（強化） 風評対策事業の実施

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

1        

うち交付金等対象外経費 345                 千円

うち先駆的事業 -                       千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        1,848  

対象人員数
（報酬引上げ）

-        

追加的総費用

2,184      

うち交付金等対象外経費 299                 千円 20年度差 299                 

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 -        人 実地研修受入人数 -        人

年間研修総日数 -        人日 年間実地研修受入総日 -        人日

平成20年度の消費者行政予算 -                       千円

前年度の消費者行政予算 2,606                 千円

うち交付金等対象経費 2,261              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,645                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                       千円

7,949                 千円

うち交付金等対象経費 7,650              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                       千円

うち先駆的事業 -                       千円

千円 前年度差 -46                 千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数 -            

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数 -            うち定数外の相談員

相談員数 -            

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

今年度末予定 相談員数 -            人

-            人

今年度末予定 相談員数 -            人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

073644

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 2,941 

都道府県名 福島県 市町村名 檜枝岐村 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

賃金

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

970 970 

⑧消費生活相談体制整備事業
自家消費野菜等放射能検査に係る人件費【交付

金】
1,971 1,971 

消耗品費、機器校正費、光熱費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

自家消費野菜等放射能検査に係る経費（消耗品
費・校正費・光熱費）【交付金】

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

2,941 - - 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

（既存） なし

（強化） 自家消費野菜等放射能検査関連

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 自家消費野菜等放射能検査関連

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

1        

うち交付金等対象外経費 -                    千円

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        1,971  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

1,971      

うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差 -                    

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 889                   千円

うち交付金等対象経費 889                 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 623                   千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

2,941                千円

うち交付金等対象経費 2,941              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,971                千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

千円 前年度差 -                    千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

有

無

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

今年度末予定 相談員数 人

人

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

007367

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 4,145 

都道府県名 福島県 市町村名 只見町 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

- 人件費

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

1,965 1,965 - - 

⑧消費生活相談体制整備事業
食品放射能簡易分析機器（ＮａＩ）による農林水産
物のスクリーニング検査の実施および、食品と放
射性物質に関する啓発活動

2,180 2,180 - 

需用費（検査および啓発活動事務消耗品）
需用費（自家消費用検査委託のうち検査消耗品費）
需用費(自家消費用検査委託のうち光熱水費）
需用費（非破壊式検査機に係る電気料）
役務費（検査機器校正手数料）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

食品放射能簡易分析機器（ＮａＩ）による農林水産
物のスクリーニング検査の実施および、食品と放
射性物質に関する啓発活動

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

4,145 - - 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

（既存） なし

（強化） 現行の検査事業を推進するとともに、食品と放射性物質に関する啓発活動に注力する。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 現行の検査事業を推進するとともに、食品と放射性物質に関する啓発活動に注力する。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

1        

うち交付金等対象外経費 8,710              千円

うち先駆的事業 -                      千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        2,180  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,180      

うち交付金等対象外経費 1,245              千円 20年度差 1,245              

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 -                      千円

前年度の消費者行政予算 12,109               千円

うち交付金等対象経費 3,399              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                      千円

5,390                千円

うち交付金等対象経費 4,145              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,180                千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                      千円

うち先駆的事業 -                      千円

千円 前年度差 -7,465            千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

今年度末予定 相談員数 人

人

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

007368

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 22,662 

都道府県名 福島県 市町村名 南会津町 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

- 共済費、賃金

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

2,948 1,702 -

⑧消費生活相談体制整備事業 自家消費野菜等放射能検査の体制整備 9,714 2,184 

消耗品費、校正費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

自家消費野菜等放射能検査の体制整備

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

10,000 10,000 

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

風評対策事業実施に係る費用

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

風評対策事業

13,886 - - 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

（既存） なし

（強化） 原発事故後、食品等の放射線量が懸念される中、消費者の食の安全・安心を確保するために、食品等の放射性物質検査体制を整備する。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 原発事故後、食品等の放射線量が懸念される中、消費者の食の安全・安心を確保するために、食品等の放射性物質検査体制を整備する。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存） なし

（強化） 風評対策事業の実施

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

1        

うち交付金等対象外経費 8,625              千円

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        1,760  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,184      

うち交付金等対象外経費 8,776              千円 20年度差 8,592              

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 184                    千円

前年度の消費者行政予算 11,875               千円

うち交付金等対象経費 3,250              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,002                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

22,662               千円

うち交付金等対象経費 13,886             千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

千円 前年度差 151                 千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

有

無

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

今年度末予定 相談員数 人

人

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

074021

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 3,154 

都道府県名 福島県 市町村名 北塩原村 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

3,154 3,154 - -

⑧消費生活相談体制整備事業

人件費、物件費、管理費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

自家消費野菜等検査業務

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

3,154 - - 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 自家消費野菜等検査業務

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち交付金等対象外経費 237                 千円

うち先駆的事業 -                       千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差 -                    

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 -                       千円

前年度の消費者行政予算 1,615                 千円

うち交付金等対象経費 1,378              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,378                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                       千円

3,154                 千円

うち交付金等対象経費 3,154              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                       千円

うち先駆的事業 -                       千円

千円 前年度差 -237               千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

今年度末予定 相談員数 人

人

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

074055

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 7,681 

都道府県名 福島県 市町村名 西会津町 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

社会保険料、賃金

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

1,497 1,497 

⑧消費生活相談体制整備事業 自家消費野菜等の放射能検査員人件費 2,184 2,184 

消費者行政啓発物品（パンフレット・ファイル等）
放射能検査消耗品、校正費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者行政啓発チラシ・パンフレットの作成・購入
費
放射能検査に係る消耗品・校正費

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

4,000 4,000 

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

風評対策事業実施に係る費用

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

風評対策事業

7,681 - - 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

（既存） なし

（強化） 食品等の放射能検査に係る人件費（賃金、社会保険料、公務災害負担金）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） 敬老会等で町民への啓発物品の配布、広報による注意喚起。

（強化） 消費者被害防止のための啓発物品（パンフレット、ボールペン等）の購入。食品等の放射能検査機器真度校正費及び消耗品の購入。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存） なし

（強化） 風評対策事業の実施

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

1        

うち交付金等対象外経費 5                    千円

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        1,976  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,184      

うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差 -                    

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 3,560                 千円

うち交付金等対象経費 3,555              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,060                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

3,681                 千円

うち交付金等対象経費 7,681              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

千円 前年度差 -5                   千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

有

無

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

今年度末予定 相談員数 人

人

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 8,520 

都道府県名 福島県 市町村名 磐梯町 自治体コード

28年度
本予算

074071

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

人件費１名分

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加
支援）

⑧消費生活相談体制整備事業 自家消費野菜等の放射能簡易検査業務

1,336 1,336 

2,184 2,184 

校正点検料（３台分）、（破壊式2台非破壊式1台）
放射能簡易検査室光熱水費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（地域の多様な主体等との連携の
強化を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（消費者の安心・安全を確保するた
めの取組）

放射能簡易検査機校正点検料
放射能簡易検査室光熱水費

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（事業者指導や法執行等）

5,000 5,000 

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（先駆的事業）

風評対策事業実施に係る費用

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

風評対策事業

8,520 - - 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存） なし

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存） なし

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存） なし

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存） なし

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存） なし

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存） なし

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加
支援）

（既存） なし

（強化）

（既存） なし

（強化） 地域における自家消費野菜等の放射能簡易検査を年間を通じて検査するもの

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（消費者の安心・安全を確保するた
めの取組）

（既存） なし

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業

放射能簡易検査室における放射能簡易検査機にかかる校正点検料
放射能簡易検査室における年間光熱水費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（地域の多様な主体等との連携の
強化を図るための事業）

（既存） なし

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存） なし

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（先駆的事業）

（既存） なし

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存） なし

（強化） 風評対策事業の実施

（既存） なし

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

1        

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

うち交付金等対象外経費 -                    千円

うち先駆的事業 千円

1        2,024  

対象人員数
（報酬引上げ）

－

追加的総費用

2,184      

平成20年度の消費者行政予算

うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差 -                    

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

千円

前年度の消費者行政予算 2,257                千円

うち交付金等対象経費 2,257              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,768                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

8,520                千円

うち交付金等対象経費 8,520              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

千円 前年度差 -                    千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

今年度末予定 相談員数 人

人

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

074080

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 4,503 

都道府県名 福島県 市町村名 猪苗代町 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

賃金、共済費

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

職員等の研修参加支援【交付金】 11 11 

2,258 2,257 

旅費

⑧消費生活相談体制整備事業
自家消費野菜等放射能検査に係る人件費【交付
金】

2,234 2,184 

需用費（消耗品費）
需用費（消耗品費）、役務費（手数料）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者被害防止に係る啓発チラシの全戸配布【交
付金】
自家消費野菜等放射検査に係る消耗品費及び校
正費【交付金】

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

4,452 - - 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） なし

（強化） 自家消費野菜等放射検査に係る研修への参加。

（既存） なし

（強化） 自家消費野菜等放射検査のための人員確保。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化）
リーフレット等配布による消費者への啓発強化。

自家消費野菜等放射検査に必要な消耗品の購入、検査機器の点検等の校正。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

1        

うち交付金等対象外経費 70                   千円

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        2,016  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,184      

うち交付金等対象外経費 81                   千円 20年度差 61                   

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 20                     千円

前年度の消費者行政予算 3,564                 千円

うち交付金等対象経費 3,494              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

4,533                 千円

うち交付金等対象経費 4,452              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

千円 前年度差 11                   千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

今年度末予定 相談員数 人

人

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

074217

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 4,679 

都道府県名 福島県 市町村名 会津坂下町 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

検査員の人件費

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

消費生活相談に関する研修に参加 114 114 

2,381 2,381 

研修参加旅費・負担金

⑧消費生活相談体制整備事業
放射性物質検査機器の貸与による食品の安全性
確保

2,184 2,184 

啓発パンフレットの購入
検査機器の消耗品・メンテナンス経費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

パンフレット等による消費生活意識の向上
放射性物質検査機器の貸与による食品の安全性
確保

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

4,565 - 114 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） なし

（強化） 相談内容の充実などを図るため、国民生活センター等で実施する消費生活相談に関する研修に参加し、職員のレベルアップを図る。

（既存） なし

（強化） 放射能簡易分析装置にかかる放射性物質検査に従事する検査員の人件費

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化）
パンフレット等を全戸に配布して、消費生活トラブルの傾向と対策を周知する。各種情報をプリントして、各施設へ配布し啓発広報の強化を図る。放射能分析簡易装置にかかる放射能物質検査
に伴う消耗品およびメンテナンス経費。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

1        

うち交付金等対象外経費 -                    千円

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        1,944  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,184      

うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差 -50                 

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 50                     千円

前年度の消費者行政予算 3,642                 千円

うち交付金等対象経費 3,642              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,254                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

4,679                 千円

うち交付金等対象経費 4,679              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

千円 前年度差 -                    千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

今年度末予定 相談員数 人

人

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

前年度における首長表明の有無 無

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 3,103 

都道府県名 市町村名 湯川村 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

賃金 　共済費

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

放射能簡易分析検査職員の研修参加支援 9 9 

918 918 

旅費

⑧消費生活相談体制整備事業 放射能簡易分析装置に係る放射能物質検査 2,176 2,176 

需用費（消耗品費）
役務費（校正費）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

放射能簡易分析装置に係る放射能物質検査（消
耗品・校正費）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

3,103 - - 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化） 放射能簡易分析検査職員の研修参加に伴う旅費

（既存）

（強化） 放射性物質検査に伴う操作員賃金、社会保険料

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 放射性物質検査に伴う消耗品、機器修繕費、校正手数料

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち交付金等対象外経費 -                    千円

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        1,728  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,176      

うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差 -                    

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 2,104                千円

うち交付金等対象経費 2,104              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,871                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

3,103                千円

うち交付金等対象経費 3,103              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,176                千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

千円 前年度差 -                    千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

今年度末予定 相談員数 人

人

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

074233

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 7,873 

都道府県名 福島県 市町村名 柳津町 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

人件費・共済費　１名分

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

841 604 

⑧消費生活相談体制整備事業 自家消費野菜等放射能検査人員１名配置 4,532 2,184 

検査機器真度校正費　　消耗品費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

自家消費野菜等放射能検査の実施

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

2,500 2,500 

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

風評対策事業実施に係る費用

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

風評対策事業

5,288 - - 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

（既存） なし

（強化） 自家消費野菜等放射能検査人員１名配置

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 自家消費野菜等放射能検査の実施

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存） なし

（強化） 風評対策事業の実施

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

1        

うち交付金等対象外経費 3,131              千円

うち先駆的事業 -                      千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        2,046  

対象人員数
（報酬引上げ）

-        

追加的総費用

2,184      

うち交付金等対象外経費 5,585              千円 20年度差 5,585              

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 -                      千円

前年度の消費者行政予算 7,575                千円

うち交付金等対象経費 4,444              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 4,294                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                      千円

10,873               千円

うち交付金等対象経費 5,288              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                      千円

うち先駆的事業 -                      千円

千円 前年度差 2,454              千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数 -            

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数 -            うち定数外の相談員

相談員数 -            

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

今年度末予定 相談員数 -            人

-            人

今年度末予定 相談員数 -            人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

007444

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 6,236 

都道府県名 福島県 市町村名 三島町 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

検査員賃金

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

1,285 970 

⑧消費生活相談体制整備事業 食品等の放射能検査業務（検査員の賃金） 4,951 2,184 

検査機校正費、検査消耗品

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

食品等の放射能検査業務（検査機の点検・校正、
消耗品）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

3,154 - - 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化） 放射性物質簡易検査員の確保

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 放射性物質簡易検査事業の実施

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

1        

うち交付金等対象外経費 3,844              千円

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        2,024  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,184      

うち交付金等対象外経費 3,082              千円 20年度差 3,082              

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 5,816                千円

うち交付金等対象経費 1,972              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,481                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

6,236                千円

うち交付金等対象経費 3,154              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

千円 前年度差 -762               千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

今年度末予定 相談員数 人

人

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

074454

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

都道府県名 福島県 市町村名 金山町 自治体コード

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

賃金、共済費

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

629 - - 

⑧消費生活相談体制整備事業
東日本大震災に伴う原発事故による放射能に対
する消費者の不安を解消し、消費者行政の活性

化を図る
2,184 2,184 - - 

検査器維持費、消耗品費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

東日本大震災に伴う原発事故による放射能に対
する消費者の不安を解消し、消費者行政の活性
化を図る

629 

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

2,813 - - 合計 2,813 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

（既存）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

（既存） 東日本大震災に伴う原発事故による放射能に対する消費者の不安を解消し、消費者行政の活性化を図る

（強化） -

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） 東日本大震災に伴う原発事故による放射能に対する消費者の不安を解消し、消費者行政の活性化を図る

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業

-

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち先駆的事業

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

うち交付金等対象外経費

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

追加的総業務量（総時間）

1        

平成20年度の消費者行政予算 -                       千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

2,184      

2,016  

前年度の消費者行政予算 2,787                 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,141                 千円

うち交付金等対象経費 2,787              千円

千円

2,813                 千円

うち交付金等対象経費 2,813              千円

千円

千円-                    

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

千円千円 前年度差 -                    -                    



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

前年度末

うち定数外の相談員

前年度末

相談員数

相談員数

人

人消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

相談員数 人

人

今年度末予定

③就労環境の向上

今年度末予定 相談員数うち委託等の相談員 前年度末 人

②研修参加支援

人

今年度末予定 相談員数前年度末 人相談員数



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

074462

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 3,750 

都道府県名 福島県 市町村名 昭和村 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

賃金、共済費

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

1,664 1,664 

⑧消費生活相談体制整備事業
自家消費野菜等放射能検査に係る人件費【交付
金】

1,996 1,996 

・需用費（啓発パンフレット等作成費、放射能検査に係
る消耗品費）
・校正費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

社会福祉協議会と連携し、高度な消費者相談に
対応するための、司法書士・弁護士相談会の開催
【基金】

90 90 報償費

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

・消費者の安全・安心を確保する啓発パンフレット
等や回覧板の製作・配布【交付金】
・自家消費野菜等放射能検査に係る消耗品費・校
正費【交付金】

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

3,660 - 90 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

（既存） なし

（強化） 放射能測定業務の検査員を確保する。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化）
注意喚起のパンフレット等を製作し、消費者被害の未然防止をはかる。また、放射能測定業務を訂正に実施するため、消耗品の購入や検査機器の校正
を実施する。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存） なし

（強化） 社会福祉協議会と連携し、相談会を開催する。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

1        

うち交付金等対象外経費 -                    千円

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

1        1,920  

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

2,184      

うち交付金等対象外経費 180                 千円 20年度差 180                 

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 -                       千円

前年度の消費者行政予算 2,554                 千円

うち交付金等対象経費 2,554              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,785                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

3,930                 千円

うち交付金等対象経費 3,750              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

千円 前年度差 180                 千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

今年度末予定 相談員数 人

人

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

074471

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 9,412 

都道府県名 福島県 市町村名 会津美里町 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

4,412 4,412 

⑧消費生活相談体制整備事業

啓発チラシ印刷費、検査員人件費（委託料）、検査機器
消耗品、真度校正手数料、通信運搬費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者トラブル未然防止のための啓発チラシ配布
食品の放射性物質簡易検査に伴う検査員の人件
費等

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

5,000 5,000 

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

風評対策事業実施に係る費用

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

風評対策事業

9,412 - - 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 消費者トラブル未然防止のための啓発チラシ配布、食品の放射性物質簡易検査に伴う検査員の人件費及びメンテナンス費用

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存） なし

（強化） 風評対策事業の実施

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち交付金等対象外経費 7,794              千円

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

うち交付金等対象外経費 596                 千円 20年度差 566                 

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 30                   千円

前年度の消費者行政予算 12,360             千円

うち交付金等対象経費 4,566              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184              千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

10,008             千円

うち交付金等対象経費 9,412              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184              千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

千円 前年度差 -7,198             千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

今年度末予定 相談員数 人

人

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

市町村事業計画様式

都道府県名 福島県 市町村名 西郷村 自治体コード 平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

風評対策事業 5,000 5,000 

5,000 5,000 - - 

風評対策事業実施に係る費用

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

合計



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存） なし

（強化） 風評対策事業の実施

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計 追加的総費用

平成20年度の消費者行政予算 10                     千円

前年度の消費者行政予算 2,487                千円

うち交付金等対象経費 1,941              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                      千円

うち先駆的事業 -                      千円

うち交付金等対象外経費 546                 千円

今年度の消費者行政予算 5,000                千円

うち交付金等対象経費 5,000              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 -                      千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                      千円

うち先駆的事業 -                      千円

うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差 -10                 千円 前年度差 -546               千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 -            人 今年度末予定 相談員総数 -            人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員数 人 今年度末予定 相談員数 人

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

②研修参加支援

前年度における首長表明の有無 無

前年度における雇止めの有無 無

③就労環境の向上

④その他



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

074811自治体コード 平成 28 年度

5,321 

都道府県名 福島県 市町村名 棚倉町

合計

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

821 821 

⑧消費生活相談体制整備事業

啓発チラシ作成30円×4,000枚×1.08×3回＝389千円
啓発冊子100円×2,000部×1.08＝216千円
啓発グッズ50円×2,000個×1.08＝108千円
消耗品108千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

啓発スローガン等を記載した啓発物資・チラシを
配布するなど、住民に対して広く消費者行政の意
識付けを行う。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

4,500 4,500 

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

風評対策事業実施に係る費用

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

風評対策事業

5,321 - - 

市町村事業計画様式



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

なし

（強化） 風評対策事業の実施

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑧消費生活相談体制整備事業

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充） （強化）

（既存）

（既存）

（既存）

（強化）

（既存）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） 消費者トラブルに対する対策について周知し、住民の意識の高揚を図る。

（強化） 消費者トラブルに対する周知啓発による問題解決力の強化を引き続き実施する。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち先駆的事業 -                      千円

うち交付金等対象外経費

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

平成20年度の消費者行政予算 10                     千円

前年度の消費者行政予算 12,046               千円

対象人員数計

うち交付金等対象経費 3,760              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,340                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                      千円

うち先駆的事業 -                      千円

うち交付金等対象外経費 8,286              千円

今年度の消費者行政予算 17,517               千円

うち交付金等対象経費 5,321              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 -                      千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                      千円

千円12,196            千円 20年度差 3,910              12,186            千円 前年度差



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

うち定数外の相談員 前年度末 人

人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

有

無

うち委託等の相談員 前年度末

人相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末

前年度末 人相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

相談員数 今年度末予定 相談員数

人

今年度末予定 相談員数 人

②研修参加支援

人

相談員数 今年度末予定 相談員数

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

074829自治体コード 平成 28 年度

194 

都道府県名 福島県 市町村名 矢祭町

合計

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

194 194 - - 

⑧消費生活相談体制整備事業

消費者行政チラシ作成費用
印刷製本費
単価30円×2000部×年3回×消費税1.08＝194千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者の安全・安心の確保、トラブル未然防止の
ためのチラシ配布

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

194 - - 

市町村事業計画様式



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑧消費生活相談体制整備事業

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充） （強化）

（既存）

（既存）

（既存）

（強化）

（既存）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 消費者の安全・安心の確保及びトラブル未然防止のための啓発チラシの購入、全戸配布

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 194                   千円

対象人員数計

うち交付金等対象経費 194                 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

うち交付金等対象外経費 -                    千円

今年度の消費者行政予算 194                   千円

うち交付金等対象経費 194                 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

千円-                    千円 20年度差 -                    -                    千円 前年度差



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

うち定数外の相談員 前年度末 人

人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

有

無

うち委託等の相談員 前年度末

人相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末

前年度末 人相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

相談員数 今年度末予定 相談員数

人

今年度末予定 相談員数 人

②研修参加支援

人

相談員数 今年度末予定 相談員数

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

074837自治体コード 平成 28 年度

330 

都道府県名 福島県 市町村名 塙町

合計

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

330 330 

⑧消費生活相談体制整備事業

消費者啓発物作成３３０千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者啓発物を作成し、住民へ情報発信を行い
注意喚起を促し、被害の未然防止を図る。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

330 - - 

市町村事業計画様式



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑧消費生活相談体制整備事業

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充） （強化）

（既存）

（既存）

（既存）

（強化）

（既存）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 消費者啓発用パンフレット、冊子、ファイル等を作成し、町内老人会や学校等、各世帯に配布し、注意喚起を促し、被害の未然防止を図る。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち先駆的事業 -                      千円

うち交付金等対象外経費

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

平成20年度の消費者行政予算 65                     千円

前年度の消費者行政予算 7,672                千円

対象人員数計

うち交付金等対象経費 3,488              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 3,184                千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                      千円

うち先駆的事業 -                      千円

うち交付金等対象外経費 4,184              千円

今年度の消費者行政予算 6,452                千円

うち交付金等対象経費 2,604              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 -                      千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                      千円

千円3,848              千円 20年度差 -336               3,783              千円 前年度差



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

うち定数外の相談員 前年度末 人

人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

有

無

うち委託等の相談員 前年度末

人相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末

前年度末 人相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

相談員数 今年度末予定 相談員数

人

今年度末予定 相談員数 人

②研修参加支援

人

相談員数 今年度末予定 相談員数

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

074845自治体コード 平成 28 年度

78 

都道府県名 福島県 市町村名 鮫川村

合計

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

78 78 

⑧消費生活相談体制整備事業

印刷製本費78千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者被害未然防止のための啓発チラシ作成・
村内全戸配布【交付金】

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

78 - - 

市町村事業計画様式



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑧消費生活相談体制整備事業

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充） （強化）

（既存）

（既存）

（既存）

（強化）

（既存）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 悪質業者等による消費者を狙う手口は年々巧妙になっているため、最新の情報を提供し、消費者教育と消費者トラブル未然防止を兼ねてチラシを製作・配布する。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち先駆的事業 -                       千円

うち交付金等対象外経費

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

平成20年度の消費者行政予算 -                       千円

前年度の消費者行政予算 2,480                 千円

対象人員数計

うち交付金等対象経費 2,004              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,926                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 -                       千円

うち交付金等対象外経費 476                 千円

今年度の消費者行政予算 78                     千円

うち交付金等対象経費 78                   千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 -                       千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                       千円

千円-                    千円 20年度差 -476               -                    千円 前年度差



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

うち定数外の相談員 前年度末 人

人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

無

無

うち委託等の相談員 前年度末

人相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末

前年度末 人相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

相談員数 今年度末予定 相談員数

人

今年度末予定 相談員数 人

②研修参加支援

人

相談員数 今年度末予定 相談員数

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

075019自治体コード 平成 28 年度

933 

都道府県名 福島県 市町村名 石川町

合計

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

933 932 - - 

⑧消費生活相談体制整備事業

消費者啓発カレンダー１６６円×５，２００部×１．０８

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者教育啓発資料の全戸配布

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

932 - - 

市町村事業計画様式



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑧消費生活相談体制整備事業

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充） （強化）

（既存）

（既存）

（既存）

（強化）

（既存）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 自立した消費者を育成するため、消費者教育啓発資料の全戸配布を行う

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち先駆的事業 -                      千円

うち交付金等対象外経費

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

平成20年度の消費者行政予算 -                      千円

前年度の消費者行政予算 933                   千円

対象人員数計

うち交付金等対象経費 932                 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 -                      千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                      千円

うち先駆的事業 -                      千円

うち交付金等対象外経費 1                    千円

今年度の消費者行政予算 933                   千円

うち交付金等対象経費 932                 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 -                      千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                      千円

千円1                    千円 20年度差 -                    1                    千円 前年度差



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

うち定数外の相談員 前年度末 人

人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

無

無

うち委託等の相談員 前年度末

人相談員数

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末

前年度末 人相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

相談員数 今年度末予定 相談員数

人

今年度末予定 相談員数 人

②研修参加支援

人

相談員数 今年度末予定 相談員数

③就労環境の向上

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

075043

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 508 

都道府県名 福島県 市町村名 浅川町 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

508 500 

⑧消費生活相談体制整備事業

需要費(消耗品)　500千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

町の敬老会や各種イベントにおける啓蒙用品の配布。
月2回JR浅川駅前防犯活動においての街頭活動。
【交付金】

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

500 - - 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化）
町の敬老会、夏の花火大会、フェスティバル等各種事業の際に消費者行政啓発活動を展開する。
月に2回実施する街頭防犯活動とタイアップし、JR浅川駅前で啓発活動を展開する。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち交付金等対象外経費 1,686              千円

うち先駆的事業 -                       千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

うち交付金等対象外経費 8                    千円 20年度差 -547               

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 555                    千円

前年度の消費者行政予算 3,864                 千円

うち交付金等対象経費 2,178              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,678                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                       千円

508                    千円

うち交付金等対象経費 500                 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                       千円

うち先駆的事業 -                       千円

千円 前年度差 -1,678             千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

有

無

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

今年度末予定 相談員数 人

人

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

075051

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 1,284 

都道府県名 福島県 市町村名 古殿町 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

1,084 1,084 

⑧消費生活相談体制整備事業

備品購入費　録音機　10,400円/1台×1.08×120世帯

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

高齢者を狙った振り込め詐欺など特殊詐欺被害
の現状を踏まえ、 警告メッセージと録音機能により
被害を未然に防ぐことができる「自動通話録音機」
の 無償貸し出しを行う。対象世帯：高齢者一人暮
らし世帯、高齢のみ世帯

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

200 200 

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

風評対策事業実施に係る費用

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

風評対策事業

1,284 - - 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 高齢者を狙った振り込め詐欺など特殊詐欺被害防止対策を図る。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存） なし

（強化） 風評対策事業の実施

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

-        

うち交付金等対象外経費 -                    千円

うち先駆的事業 -                       千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

-        -        

対象人員数
（報酬引上げ）

-        

追加的総費用

-            

うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差 -                    

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 -        人 実地研修受入人数 -        人

年間研修総日数 -        人日 年間実地研修受入総日 -        人日

平成20年度の消費者行政予算 -                       千円

前年度の消費者行政予算 1,737                 千円

うち交付金等対象経費 1,737                 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,737                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                       千円

1,284                 千円

うち交付金等対象経費 1,284                 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 -                       千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 -                       千円

うち先駆的事業 -                       千円

千円 前年度差 -                    千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数 -            

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数 -            うち定数外の相談員

相談員数 -            

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

今年度末予定 相談員数 -            人

-            人

今年度末予定 相談員数 -            人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

075213

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 363 

都道府県名 福島県 市町村名 三春町 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

363 332 

⑧消費生活相談体制整備事業

印刷製本費332千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者生活啓発用冊子の小中学校及び全戸配
布【交付金】

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

332 - - 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 消費生活啓発冊子を全戸及び小中学生へ配布し、消費者行政や相談窓口の周知を図る。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち交付金等対象外経費 11,013             千円

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

うち交付金等対象外経費 31                   千円 20年度差 8                    

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 23                     千円

前年度の消費者行政予算 13,352               千円

うち交付金等対象経費 2,339              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,562                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

363                    千円

うち交付金等対象経費 332                 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

千円 前年度差 -10,982           千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

今年度末予定 相談員数 人

人

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

007522

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 1,462 

都道府県名 福島県 市町村名 小野町 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

担当職員の資質向上のため、各種研修会への参
加支援を行う。

109 - - 109 

115 115 - -

旅費 103千円、消耗品費（資料代） 6千円

⑧消費生活相談体制整備事業

報償費 100千円、消耗品費（周知用チラシ用紙代） 15
千円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

多重債務問題など消費生活相談に関する相談対
応のため、弁護士による無料法律相談会を実施。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

1,238 1,238 

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

風評対策事業実施に係る費用

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

風評対策事業

1,353 - 109 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） なし

（強化） 様々な研修プログラムの中から、受講していない研修へ参加し、更なるレベルアップを図る。

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 相談者への継続的な相談体制確保し、問題解決を図るため、継続的に弁護士による無料法律相談会を実施する。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存） なし

（強化） 風評対策事業の実施

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち交付金等対象外経費 495                 千円

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差 -                    

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 -                       千円

前年度の消費者行政予算 495                    千円

うち交付金等対象経費 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

1,462                 千円

うち交付金等対象経費 1,462              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

千円 前年度差 -495               千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

有

無

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

今年度末予定 相談員数 人

人

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

075418

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 5,137 

都道府県名 福島県 市町村名 広野町 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

5,137 5,137 

⑧消費生活相談体制整備事業

報償費,旅費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

法テラスによる専門家相談窓口

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

5,137 - - 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 法テラスふたばにおける専門家相談窓口の開設。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち交付金等対象外経費 429                 千円

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差 -46                 

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 46                     千円

前年度の消費者行政予算 6,551                 千円

うち交付金等対象経費 6,122              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 6,122                 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

5,137                 千円

うち交付金等対象経費 5,137              千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

千円 前年度差 -429               千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

無

無

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

今年度末予定 相談員数 人

人

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

007561

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

合計 332 

都道府県名 福島県 市町村名 新地町 自治体コード

市町村事業計画様式

平成 28 年度

事業名（事業メニュー） 事業概要 事業経費

交付金等対象経費

対象経費28年度
本予算

27年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

332 332 

⑧消費生活相談体制整備事業

報酬、旅費

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費生活相談窓口の強化を図るため、専門家に
派遣を依頼する。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

- - 332 



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化） 消費生活相談窓口の強化を図るため、専門家に派遣を依頼する。

⑧消費生活相談体制整備事業

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち交付金等対象外経費 -                    千円

うち先駆的事業 千円

対象人員数計

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

追加的総費用

うち交付金等対象外経費 -                    千円 20年度差 -                    

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数 人 実地研修受入人数 人

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日 人日

平成20年度の消費者行政予算 千円

前年度の消費者行政予算 332                    千円

うち交付金等対象経費 332                 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

332                    千円

うち交付金等対象経費 332                 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち先駆的事業 千円

千円 前年度差 -                    千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

消費生活相談員の配置

うち定数内の相談員 前年度末 人

人前年度末

相談員数

うち委託等の相談員 前年度末 人

前年度末 人相談員数うち定数外の相談員

相談員数

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無

④その他

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上

有

無

相談員総数 -            今年度末予定 相談員総数 -            人

今年度末予定 相談員数 人

人

今年度末予定 相談員数 人

今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

③就労環境の向上


	福島市
	会津若松市
	郡山市
	いわき市
	白河市
	須賀川市
	喜多方市
	相馬市
	二本松市
	田村市
	南相馬市
	伊達市
	本宮市
	桑折町
	国見町
	川俣町
	大玉村
	鏡石町
	天栄村
	下郷町
	檜枝岐村
	只見町
	南会津町
	北塩原村
	西会津町
	磐梯町
	猪苗代町
	会津坂下町
	湯川村
	柳津町
	三島町
	金山町
	昭和村
	会津美里町
	西郷村
	棚倉町
	矢祭町
	塙町
	鮫川村
	石川町
	浅川町
	古殿町
	三春町
	小野町
	広野町
	新地町

